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令和６年度　 決算報告

　　一般会計の歳入総額は、８１億９，０４４万円。
　前年度と比較すると８，３５８万円の増額で、率にし
て１．０ポイントの増となりました。町税は、前年比３．
６ポイントの減少となりました。収納率は、９８．３％
であり、昨年から０．２％の減となりました。歳入の４５．
２％を占める地方交付税は、普通交付税が前年比０．２
ポイント減少の３０億１，９１７万円、特別交付税が前
年比２３．８ポイント増加の６億８，５１９万円となり、
全体で前年比３．５ポイントの増加となりました。定額
減税により減収となった町民税分を定額減税減収補填特
例交付金で補填されたことにより「地方譲与税ほか」が
増額となっており、「使用料及び手数料」については赤倉
温泉スキー場の来客が増えたことによりリフト使用料が
増加しております。
　ふるさと納税について、前年差１億４，６０７万円増
額の３億９，２１９万円となりました。また、繰入金に
ついて、前年比４．５ポイント減の９億６３１万円を基
金から取り崩しております。歳入に占める自主財源は３
３．９％であり、国の地方財政対策や県の事業推進に大
きく左右される状況に変わりありません。

　歳出の総額は、７７億９，６９８万円。前年度と比較すると１，
５２０万円の増額、率にして０．２ポイントの増となりました。
　特徴的事業については、７月の豪雨災害の影響により災害復旧
事業費が２億８，４８４万円となりました。それに加え豪雪も重
なり、除雪対策費は２億５，８４８万円となりました。
　歳入との差し引きでは、３億９，３４６万円の黒字となったも
のの、貯金である基金残高は前年差４，２６４万円の減となりま
した。町は今後も、大切な財源をもとに住民サービスの向上に努
め、自立した規律ある財政運営を行なっていきます。

歳入の総括 歳出の総括

７７億 9,698万円

８１億 9,044万円

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費
商工費

土木費
消防費

教育費
災害復旧費

公債費
諸支出金

7,551 万円

3億 7,166 万円

801 万円

9億 8,218 万円

11億 9,479 万円

21億 3,407 万円

2億 5,502 万円

8億 3,867 万円

2億 4,692 万円

2億 8,484 万円

461 万円

7億 2,852 万円

6億 7,218 万円

（前年比）7 億 7,391 万円

6億 8,140 万円

1億 1,747 万円
8,669 万円

37億 436 万円

3億 2,778 万円

2億 9,070 万円

8億 8,836 万円

4億 1,346 万円

9億 631 万円

町税

地方譲与税ほか

地方交付税

分担金及び負担金
使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入ほか

町債

繰入金

（前年比）

▲2.3％

10.2％

4.8％

▲11.4％

1.6％

▲9.5％
▲63.7％

67.3％

22.8％
▲29.3％

8834.8％
▲3.5％

20.6％

15.3％

3.5％

▲6.2％

3.3％

6.0％

22.9％

▲24.9％

▲4.5％

一般会計財源内訳歳入

一般会計 歳出

歳出の合計は前年度と比べて

１，５２０万円の増額

歳出の主な増減要因について

○総務費　　　　　１億９，８１４万円の増

　ふるさと納税に関する経費、衆議院議員選挙、
　県知事選挙経費による増

○民生費　　　　　　　５，４２４万円の増

　児童手当拡充、物価高騰対策支援給付金給付
　事業等による増

○衛生費　　　　　１億２，６２２万円の減

　病院事業特別会計繰出金の減少、新型コロナ
　ワクチン接種事業等の減

○農林水産業費　　　　３，９０９万円の減

　ほ場整備調査業務、農業集落排水事業特別会
　計繰出金等の減

○商工費　　　　　４億３，２８４万円の減

　道の駅整備事業、赤倉温泉スキー場整備事業
　等の減

○土木費　　　　　３億３，７４１万円の増

　豪雪に伴う除雪対策費、町営住宅修繕工事等
　の増

○消防費　　　　　　　４，７３７万円の増

　小型ポンプ付積載車購入、最上広域消防分担
　金の増

○教育費　　　　　２億７，８１１万円の減

　国民スポーツ大会町実行委員会補助金、町民
　体育館解体、温水プールろ過装置交換等の減

○その他（災害復旧事業費等）

　　　　　　　　　２億８，２５６万円の増

　災害復旧事業による増

一般会計 歳入

歳入の合計は前年度と比べて

８，３５８万円の増額

議会費・・・議員の報酬などの経費

総務費・・・行政全般の運営管理などの事務経費

民生費・・・障がい者や高齢者、子育て等福祉に係る経費

衛生費・・・保健や環境・衛生の向上にかかる経費

労働費・・・雇用対策や人材育成、勤労者支援等の経費

農林水産業費・・・農林水産業の振興・管理や整備等の経費

商工費・・・工業や商業、観光の振興にかかる経費

土木費・・・道路や橋、町営住宅などの設備にかかる経費

消防費・・・消防や防災にかかる経費

教育費・・・小中学校や生涯学習、体育活動などの経費

用語の解説

歳入の主な増減項目について

○町税　　　　　　　　　２，９２３万円の減

　定額減税による町民税（個人町民税）の減額

○地方譲与税ほか　　　　４，３０２万円の増

　定額減税による減収補填特例交付金の増額

○地方交付税　　　　１億２，６３６万円の増

　　豪雨災害、豪雪による特別交付税の増額

○使用料及び手数料　　　２，１８７万円の増

　赤倉温泉スキー場リフト使用料の増額

○国庫支出金　　　　　　２，１６０万円の増

　災害復旧に係る災害復旧事業費支出金と豪雪に
　伴う、臨時道路除雪事業費補助金の増額

○町債　　　　　　　　　９，６４０万円の減

　道路整備事業債から災害復旧へ切替による減額
　臨時財政対策債の減額

○繰入金　　　　　　　　４，２７４万円の減

　貯金（減債基金、公共施設等適正管理基金等）
　の取り崩しの減

一般会計財源内訳歳出

▲3.6％

▲1.3％
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の
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整
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基
金
。
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源
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が

あ
る
年
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立
て
、
災
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の
発

生
等
に
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用
し
て
い
る
。

減
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来
に
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た
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町
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全
な

運
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を
行
う
た
め
、
町
債
の
償
還
に

必
要
な
財
源
を
確
保
す
る
目
的
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基

金
。

健全化判断比率
特別会計名 歳出前年比歳出歳入

実質赤字比率、連結実質赤字比率
　実質赤字額がないため（黒字）「―」で表示。

実質公債費比率、将来負担比率

経常収支比率

実質公債費比率

将来負担比率

指　　標 比較増減R６年度

▲4.9％

0.5％

▲1.8％

96.5％

連結実質赤字比率

R５年度

――

――

経常収支比率

実質赤字比率

91.6％

―

―

11.2％10.7％

25.0％26.8％

　ふるさと納税の増によるものと、繰出金と、
令和５年度にピークを迎えた公債費の減によ
り、令和５年度と比較し４．９ポイントの改善
が図られました。

　実質公債費比率は３ヵ年の平均で算出するため、令和５年度に公債費のピークを迎えていたこともあり、０．５ポ
イント増加しました。将来負担比率については、基金は減少したものの、地方債残高も減少していることから、将来
負担比率は１．８ポイント減少しました。

特別会計決算

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業

最上病院事業

介護老人保健施設事業

水道事業

瀬見温泉管理事業

下水道事業

合　計

10億 2,405 万円

1億 3,480 万円

12億 4,979 万円

12億 4,037 万円

3億 6,043 万円

3億 4,744 万円

1,733 万円

4億 6,710 万円

48億 4,131 万円

10億 1,289 万円

1億 3,301 万円

11億 4,584 万円

12億 3,250 万円

3億 6,815 万円

4億 5,836 万円

1,639 万円

5億 1,682 万円

48億 8,396 万円

▲４．７％

１８．４％

▲３．１％

▲７．３％

５．０％

▲１３．６％

　２７．８％

１０６．７％

▲１．０％

0

5億

10億

15億

20億
目的基金減債基金財政調整基金

R04R03R02R01H30H29H28H27 R05

町の基金の推移
（単位：億円）

町債残高の推移

　国民健康保険事業特別会計は団塊の世代の後期高齢者医療保険移行と町内企業において従業員の社会保険加入が

進み、被保険者数が例年より多く減少したことが要因となり、減額となっております。それに伴い後期高齢者医療

事業特別会計は後期高齢者医療広域連合への負担金等が増額となっております。最上病院事業特別会計は施設建設

費の起債償還完了に伴い減額となっております。水道事業特別会計は配水管の布設替工事完了により去年と比較し

減額しております。下水道事業特別会計については農集排・下水道・浄化槽事業の統合による公営企業法適用より

大幅な増額となっております。

特別会計総括
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125 億 特別会計
一般会計

R04R03R02R01H30H29H28H27 R05

（単位：億円）
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※上部金額は合計
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